
Ⅰ　何を推定したいのか？

　ここでは政策効果の分析のために多重回帰やマッチ
ング推定量を使うときの話をするのであるが，まずは
政策効果とは何なのかということを明確にする必要が
ある。政策効果を説明するために職業訓練の例を考え
てみよう。いま政府が失業者のために職業訓練を提供
するとしよう。政府としては，税金を使って行ってい
る職業訓練が本当に意味のあるものかどうか，という
ことに興味があるのは当然のことであろう。ここでは
職業訓練参加者のその後の賃金に注目しよう。
　ある個人 i が職業訓練に参加した 1 年後の賃金を 
Yi（1），参加しなかった場合の賃金を Yi（0）とする。
このとき参加した場合と参加しなかった場合の賃
金の差，Yi（1）－Yi（0），が個人 i の政策効果である。 
しかし現実には個人 i は職業訓練に参加したかしな
かったかのどちらかであるから，Yi（1）か Yi（0）のど 
ちらか一方しか観測することはできない。個人 i が職
業訓練に参加した場合は Yi（1）は観測されるが，Yi（0）
は個人 i が参加しなかった場合の潜在的な賃金であり
これは観測されない。よって個人の政策効果を推定す 
ることは不可能である。これは「政策評価の根本的な 
問題」と呼ばれる。また同じ職業訓練に参加した人々
の間でも個人の政策効果は相異なると考えるのが自然
であろう。これらの理由により政策効果という場合，個 
人の政策効果でなく平均政策効果（E［Yi（1）－Yi（0）］
とかく）が興味の対象となる。 

Ⅱ　セルフセレクションの問題と Ignorability 
　の仮定

　平均政策効果を推定する方法として考えられる単純
な方法は，職業訓練参加者と不参加者の平均をそれぞ
れ計算し，その差をとるという方法であろう。これを
ここでは「単純な方法」とよぶ。社会科学の政策効果
の分析にあたってはこの単純な方法には重大な問題が
ある。それは職業訓練のような政策においては，失業
者個人が職業訓練に参加するかどうかを決断し，その
決断は無作為ではないからである。なぜ決断が無作為
でないと問題がおこるのであろうか？  いま大卒の失
業者と高卒の失業者が同じ数いて，大卒の人は高卒の

人に比べて職業訓練に参加する傾向があるとしよう。
このとき単純な方法で推定される平均政策効果は，職
業訓練に基づく賃金の差と学歴の違いから生じる賃金
の複合的な差となっている。よって推定された平均政
策効果が大きかったとしても学歴の違いから生じる差
が大きかっただけで職業訓練に基づく賃金の差はほと
んどないという可能性が排除できない。このような問
題は「セルフセレクションの問題」と呼ばれる。これ
は職業訓練参加者が参加しなかった場合の潜在的な平
均賃金は非参加者の平均賃金と異なっているというこ
ともできる。また，職業訓練に参加したかどうかを表
す変数を Di とし，個人 i が参加した場合に値 1，参加
しなかった場合に値 0 をとるとすると，セルフセレク
ションの問題は，潜在的賃金と職業訓練に参加するか
どうかの決断 Di の間に相関があることを示している。
　では多重回帰やマッチング推定量は上で述べた「政
策評価の根本的な問題」と「セルフセレクション」の
問題にどう対処するのであろうか？  どちらの方法に
おいても Ignorability という仮定が重要な役割を果た
す。Ignorability の仮定とは，個人の年齢，性別，学歴，
過去の勤続年数などの観測可能な属性を所与とする
と，潜在的な賃金 Yi（1）と Yi（0）は職業訓練に参加す
るかどうかの決断 Di と独立になるということである。
先の例でこの仮定を説明しよう。簡単化のために属性
が学歴のみを含むとすると，先の例では大卒の人は高
卒の人に比べて職業訓練に参加する傾向があったが，
Ignorability の仮定は，大卒のグループあるいは高卒
のグループのみに限定すると参加するかどうかの決断
は潜在的賃金と無関係となることを意味している。

Ⅲ　マッチング推定量

　それでは Ignorability の仮定の下でマッチング推定
量のアイデアを説明しよう。個人 i が職業訓練に参加
したとすると，政策評価の根本的な問題は Yi（0）が観
測されないことであった。そこで個人 i と年齢，性別，
学歴，過去の勤続年数などの観測可能な属性が同じ
ながら参加しなかった個人の賃金を個人 i が参加しな
かったときの潜在的な賃金と見なすのである。つまり
個人 i を同じ属性の参加しなかった人に「マッチ」す
るのである。これを Ŷi（0）と書く。なぜこのようなこ
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とが可能であるかというと， Ignorability の仮定によ
り属性が同じであればセルフセレクションの問題が存
在しないからである。よって個人 i の政策効果は Yi（1）
－Ŷi（0）と推定できる。個人 i が職業訓練に参加しな
かった場合は，同様の方法で Ŷi（1）を推定することに
なる。全個人について個人の政策効果を計算し，それ
らの平均をとればそれがマッチング推定量である。
　Ŷi（0）を求めるにあたっては同じ属性をもち職業訓
練に参加しなかった個人が必ず存在するという仮定が
必要である。同じ属性の参加しなかった個人が複数い
る場合はそれらの平均をとって Ŷi（0）とすればよい。
また属性に連続な変数が含まれる場合は同じ属性を持
つ個人がいないという場合が通常であろう。その際に
も十分に近い属性をもつ個人に関して加重平均などを
考えることにより Ŷi（0）を求めることができる。ただ
近い属性を持つものが全くいない可能性も否定するこ
とができない。この場合は重要であるので多重回帰を
説明した後に述べる。

Ⅳ　多重回帰

　次に多重回帰のアイデアを説明しよう。観測された
賃金を Yi，観測できる属性を X1i, . . ., Xki として以下
の回帰式を考える。 

　Yi = α+δDi +β1 X1i + … +βk Xki +εi.

　この式を考える場合， Di の係数δが平均政策効果を 
表すと期待される。しかし，この式に基づく OLS 推定 
量 ‹δ が平均政策効果を推定するためには Ignorability
の仮定のみでは不十分でさらに以下の仮定が必要とな
る。

　Yi（1） = α + δ +β1 X1i + … +βk Xki + u1i, 

　Yi（0） = α +β1 X1i + … +βk Xki + u0i,

　ここで u1i－u0i は X1i, . . ., Xki と相関がないとする。こ 

の仮定は少なくとも 2 つの意味で非常に制約的であ
る。一つには，潜在的賃金と属性が線形な関係にある 
と仮定しているということである。もう一つには，誤
差項を無視すれば潜在的賃金の二つの直線は，切片
がδ異なるだけで平行であるということである。こ 
れらのどちらか一方でも満たされていなければ，OLS 
推定量は平均政策効果をうまく推定できない（一致推

定量とはならない）。

Ⅴ　多重回帰とマッチング推定量

　多重回帰とマッチング推定量の違いをそれらの仮定
をとおして議論した。平均政策効果を多重回帰で推定
するためにはいくつかの制約的な仮定が追加的に満た
されなければならないということがわかった。しかし，
ここでより重要なことは，マッチング推定量はこれら
の制約的な仮定が満たされていなくても平均政策効果
を推定するために用いることができるということであ
る。マッチング推定量に関しては Ignorability の仮定
があれば，潜在的賃金と属性の関係についての定式化
などは一切必要でないのである。同じ目的のために使
われる二つの方法は似て非なるものであるということ
がわかる。これらの方法を用いる際にはそれぞれの方
法がどのような仮定の下で有用であるかということを
今一度確認する必要があるであろう。
　最後にマッチング推定量を考えるにあたり，近い属
性を持つ個人が存在しない場合について説明する。簡
単化のため属性が学歴のみである場合を考える。いま
職業訓練参加者は全員高卒か大卒であり，不参加者は
高卒であるとしよう。このとき職業訓練に参加した大
卒の個人にマッチする不参加者は存在しないことにな
る。一方で，多重回帰においては取り扱いにおいて特
別の変化はない。というのはすでに潜在的賃金が平行
であるという強い仮定があるからである。しかし，デー
タの中に大卒の不参加者がいないのに大卒のグループ
に関する平均政策効果を考えることは意味があること
であろうか？  これは非常に難しい問題であるが，近
年は平均政策効果を考える対象を参加者と不参加者が
両方とも存在するグループ，いまの例でいえば高卒に
限り分析を行うのが主流となっており，このような分
析は「コモンサポートに限定した分析」とよばれる。
データが存在しない部分に不確かな仮定をおくことに
より議論を進めるよりは，確実に議論を進められるこ
とに焦点をおくということは自然なことと考えられ
る。
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